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コンパクトシティにおける制度的枠組みについて

──都市再生特別措置法の改正に着目して──

田　　村　　正　　文

　1.　は じ め に

　拙稿（2014）の前半部分では，Dantzig & 

Saaty（1973）“COMPACT CITY”において交通
部門をどのように扱っていたか検討した。その
中で，Dantzigらによる “COMPACT CITY”が書
かれた背景としては，当時のアメリカにおける
都市の巨大化（Megalopolis）や郊外化（Urban 

sprawl）による都市で消費されるエネルギーロ
スに警鐘を鳴らし，その解決策として垂直方向
に積み上げることを提案したものであったと言
える1）。しかし，現在，ヨーロッパ諸国をはじ
めわが国の都市においても，その都市空間構造
そのものをコンパクト化あるいはコンパクトシ
ティとして都市計画を定めているところは多
い。特に，わが国の多くの行政施策としてのコ
ンパクトシティ政策においては，先述した
Dantzigらの都市像とは大きく異なり，現実の
政策面において中心市街地活性化，地方財政の
軽減に資する方策，環境負荷に配慮した都市政
策という大きく分けて 3つの側面があるように
思われる2）。
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 1） 田村（2014），p. 2参照。また，スプロール化に
よる都市のエネルギーロスについての指摘は，J. 
Jacobs（1961）も同様である。尤も，Jacobsの『ア
メリカ大都市の死と生』の刊行は 1961年で，
Dantzigら（1973）も影響を受けていることは
言うまでもない（例えば，Dantzigら（1973） 
pp. 24-26を参照）。

 2） とりわけ地方都市における DID人口の減少がコ
ンパクトシティ形成を推進しているとも言え
る。そのような背景については，内閣府の HP
（http://www5.cao.go.jp/j-j/cr/cr12/chr120303.

さらには，平成 26年（2014年）に都市再生
特別措置法が改正されたことにより，地方都市
のマスタープランの作成等について地方にその
権限が中央政府から移譲されたともいえる。そ
こで，本稿においては，その改正を受け，地方
都市におけるコンパクトシティのあり方と課題
について考察することが目的である。

　2.　本稿の範囲

現在，わが国では「少子高齢化」，「人口減少」，
「高齢化社会」の下で持続可能な政策の実現が
最重要課題と言っても過言ではないだろう。さ
らには，地方都市の疲弊と再生についても大き
な課題である。とりわけ，このような問題は，
多くの場合に地方都市固有の現象として考えら
れる場合も多いであろうが，1960年代の高度
経済成長期より農村部（ないしは地方）から都
市部への労働力としての若年人口の移動により
東京をはじめとした大都市部（首都圏や近畿圏
など）への一極集中が加速したことに端を発す
るといえる。そのため，人口が流出した農村部
では高齢化や過疎化が進み，その人口を受け入
れた都市部では人口の過密化が進展するという
構図が生まれた。
特に，1970年代以降，わが国の大都市圏に

おいては，住宅供給を増加させる目的で郊外に
団地やニュータウンの造成がなされ，それに
よって都市の拡張が行われたといえる。そのよ

html）を参照。



46─    ─

八戸学院大学紀要　第 50号

うな団地（あるいは集合住宅）やニュータウン
等において近年では高齢化が進み，都市部にお
いても局地的な高齢化やそれにより孤独死等が
クローズアップされていることから「超高齢化
社会」が都市部へも侵食していると見做すこと
もできるだろう。このようなことから，都市再
生という課題は地方に限らず，大都市でも喫緊
の問題であるといえる。
また，わが国の地方都市においては，先述し

たような少子高齢化が著しい。さらに，多くの
地方都市においては，モータリゼーションの影
響を受け，公共交通機関の減退，郊外化などが
顕著に見られる。同時に人口減少の局面を目の
当たりにして，財政収入の減少，公共サービス
提供の減少など，地方都市の経営の根幹を揺る
がす状況にあるといっても過言ではないだろ
う。
そのようなことを踏まえ，近年では多くの都

市において「コンパクトシティ」を都市政策や
マスタープランなどで提唱している3）。さらに
は，中央政府にあっても都市再生特別措置法，
都市計画法，建築基準法などの改正などを通じ
てコンパクトシティを一つの都市政策のあり方
として誘導しているといっても過言ではないだ
ろう。さらには，都市計画の根底となる制度そ
のものを改正・変更することで，そのような方
向性を地方政府に与えていると見ることもでき
よう。そこで次節においては，コンパクトシティ
の側面から都市再生特別措置法改正について見
ていく。

3. コンパクトシティの制度的枠組み : 都市
再生特別措置法の改正を中心に

平成 26年（2014年）に，中心市街地の活性

3） 都市計画法制研究会編（2014）によれば，H25
年 4月現在において 887都市（政令市・市・区）
の内，マスタープランに「コンパクト化」を位
置付けている，今後位置付ける予定が全体の
64%となっている（都市計画法制研究会編
（2014），p. 7参照）。

化に関する法律の一部を改正する法律（平成
26年法律第 30号）を受けて，「都市再生特別
措置法」が大幅に改正された（改正後の法律が
施行されるのは，平成 27年 4月 1日より）。こ
の改正は，例えば（改正前の）旧法第 46条の「市
町村都市再生整備協議会」に見られるように，
市町村ごとに「都市再生整備計画及びその実施
ならびに並びに都市再生整備計画に基づく事業
により整備された公共公益施設の管理に関し必
要な協議を行うため（同法第 46条の 2）」に協
議会を組織できるとし，それについて関連法案
を含めつつ詳細に定義されている。その一方で
改定後の同法第 46条の 2では「（都市再生推進
法人による都市再生整備計画の作成等の提案）
第 118条第 1項の規定により指定された都市再
生推進法人は，市町村に対し，国土交通省令で
定めるところにより，その業務を行うために必
要な都市再生整備計画の作成又は変更すること
を提案することができる。この場合においては，
当該提案に係る都市再生整備計画の素案を添え
なければならない」とあるように，旧法では協
議会の組織に留まっていたものが，改正後では
より踏み込み，「都市再生推進法人」が地方自
治体に都市再生整備計画の作成や変更を提案で
きるという変更が見られる。
さらには，この改正の特徴と言えるのが「第

6章立地適正化計画に係る特別の措置」として
第 81条から第 116条までが新たに加えられて
おり，特に立地適正化計画について重層的に
なったといえるだろう。この第 6章では，第 1

節立地適正化計画の作成等，第 2節居住誘導区
域に係る特別の措置，第 3節都市機能誘導区域
に係る特別の措置，第 4節跡地等管理協定等，
の 4つの節からなっている（詳細は表 1および
同法第 6章の全文については，電子政府の総合
窓口 e-Govの HPより都市再生特別措置法
（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H14/H14HO022.

html）等を参照）。
中でも，第 1節「立地適正化計画の作成等」
においては，第 81条で「立地適正化計画」と
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して「市町村は，都市計画法第 4条第 2項に規
定する都市計画区域内の区域について，都市再
生基本方針に基づき，住宅及び都市機能増進施
設（医療施設，福祉施設，商業施設その他の都
市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な
施設であって，都市機能の増進に著しく寄与す
るものをいう。以下同じ。）の立地の適正化を
図るための計画（以下「立地適正化計画」とい
う。）を作成することができる」（第 1項）とあ
るように，都市機能を増進させる施設等の計画
について，市町村が主体的に作成し，同時に第
82条で定めている通り「前条第 2項第 1号4）に
掲げる事項が記載された立地適正化計画が同条
第 15項（同条第 16項において準用する場合を

 4） ここで，同法第 81条第 2項は「立地適正化計
画には，その区域を記載するほか，おおむね次
に掲げる事項を記載するものとする」とあり，
関連する内容が 6項目について当該計画に係る
事業の目的が示されている。詳細については，
都市再生特別措置法（http://law.e-gov.go.jp/html

 data/H14/H14HO022.html）を参照されたい。

含む。）の規定により公表されたときは，当該
事項は，都市計画法第 18条の 2第 1項の規定
により定められた市町村の都市計画に関する基
本的な方針の一部とみなす」とあるように，市
町村が主体的に同法に基づいて作成した計画
は，そのマスタープランの主軸となることが示
唆されている。つまり，今回の同法の改正は，
従来の中央政府の制約が大きかった市町村にお
けるマスタープラン作成について，その権限を
委譲したものであるといえる。これにより，各
市町村は，その地域固有の問題を解決するよう
な柔軟なマスタープランの策定ができるように
なったと見做すこともできよう。それでは，こ
の法改正がどのようにコンパクトシティに結び
付くのか，以下で展開する。
コンパクトシティは，拙稿（2014）でも述べ

たようにDantzigらを嚆矢とする。その後，ロー
マクラブによる「成長の限界」でも展開された
ように有限な自然資源に依存する体質からの脱
却として，とりわけヨーロッパ諸国において「持

表 1.　都市再生特別措置法第 6章の概要

第 6章
立地適正化
計画に係る
特別の措置

第 1節
立地適正化計画の作成等

立地適正化計画 : 第 81条

都市計画法の特例 : 第 82条

都市再生整備計画に係る交付金の特例 : 第 83条

立地適正化計画の評価等 : 第 84条

都市計画における配慮 : 第 85条

第 2節
居住誘導区域に係る 
特別の措置

第 1款　都市計画の決定等の提案 : 第 86条

第 2款　建築等の届出等 : 第 88条

第 3款　居住調整地域等 : 第 89条～第 94条

第 3節
都市機能誘導地区に係る 

特別の措置

第 1款　民間誘導施設等整備事業計画の認定等 : 第 95条～第 104条

第 2款　土地区画整理法の特例 : 第 105条

第 3款　駐車場法の特例等 : 第 106条～第 107条

第 4款　建築等の届出等 : 第 108条

第 5款　特定用途誘導地区 : 第 109条

第 4節
跡地等管理協定等　 第 110条～第 116条

出典 : 都市再生特別措置法，第 6章より作成
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続可能性」をキーワードとして，エネルギーロ
スを少なくすることで資源節約，環境負荷への
配慮した都市計画として都市がコンパクト化さ
れる傾向になったといえる5）。しかし，わが国
で近年コンパクトシティに言及される場合には
「日本版コンパクトシティ」のように称される
ことが多い6）。ここで言う「日本版」とは，中
心市街地活性化，人口減少（少子高齢化も含む），
財政制約といったわが国のとりわけ地方都市に
顕著な社会的問題の解決策としての都市計画と
いう側面が強い為であるといえる。そのような
ことから，上で見た都市再生特別措置法の改正
により，地方への権限の委譲がなされたと見る
ことができる。
ここで，海外におけるコンパクトシティにつ

いて，今までどのような議論がなされてきたか
見ておくことも，わが国のコンパクトシティを
考察する上で重要であろう。表 2に示したのは，

 5） 例えば，玉川編（2008）, p. 8を参照。
 6） 例えば，鈴木（2007）など。

Novoa（2013）に掲載されている，コンパクト
シティについて論じられたものをレビューしま
とめたものである。同書では著者のNovoa自身，
コンパクトシティにおける緑地（持続可能な緑
地帯）について関心を有していることから，と
くに環境を重視している傾向があるものの，こ
こで右欄の「反論」について吟味することは，
わが国においてコンパクトシティを計画する上
で示唆に富む内容であると思われる。
とくに，コンパクトシティにあっては地価の
高騰が大きな論点になっていると受け取れる。
当然，コンパクトシティは，都市機能を集約し
その周辺に居住地を設けることから，土地の需
要が高まることが想定される。伝統的に都市経
済学などでは，図 1で示したように CBD（業
務中心地区）からの距離によって地代が決定さ
れる。つまり CBDに近い程，地代が高いとい
うことである。したがって，都市機能のコンパ

表 2.　海外におけるコンパクトシティの論点と批判

コンパクトシティ 論点 反論

環境

・田園の保全
・  自動車利用を削減することによる（排気
ガス等の）削減

・  エネルギー消費が少なく，少ない人口と
高密度の都市構造による熱需要の減少

・  オープンスペースは，都市環境の悪化に
取り込まれることとなる
・  都市区域における交通混雑の増加と大気
汚染，騒音の増加

社会

・  社会的，文化的多様性の促進 : コミュニ
ティ同士の結束を高めるため

・活性，安全でかつ公正な環境の提供
・  施設等へのアクセスの向上と近接性，移
動性の向上

・  コンパクトシティは超過密ゆえプライバ
シーの喪失により社会的には受け入れら
れない
・高密度は，より犯罪が発生しやすい
・  高い地価，大気汚染，騒音などに苦しむ
ことになりかねない
・  英国のように郊外に居住することで，緑地，
静かな環境を求めようとする人々と矛盾
する

経済

・  ローカルビジネスとしてのスモールビジ
ネスへの支援の奨励により，地域経済の
魅力向上

・  より効率的な利便性やインフラの提供と，
事前に開発された土地の再利用

・  高い地価に伴い，住宅の建築，ビジネス
なども非常に高くつくことになる

出典 : Novoa（2013）, p. 7より作成
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クト化は土地需要の高まりにより，地代が高騰
することが想定され，それが住居の費用等に影
響することを鑑みれば，わが国が現在抱えてい
る人口減少，高齢化，財政制約を考慮し，収入
の少ないような高齢世帯への補助金等が必要で
あると考えられるだろう7）。
ここまでは，都市再生特別措置法の改正を中

心に展開してきたが，わが国においてコンパク
トシティを形成することでどのようなメリット
があるか，章を改めて以降で見ていく。

　4.　わが国におけるコンパクトシティの推進

前章では，都市再生特別支援法の改正を中心
に見てきた。また，中央政府がコンパクトシティ

 7） 周知のように，わが国においてコンパクトシ
ティは，国土交通省によって推進されている。
現行では，各都市においてコンパクトシティ形
成の計画に対して「都市再生整備計画事業（旧
まちづくり交付金）」，「社会資本整備総合交付
金」，「集約都市形成支援事業費補助金」などコ
ンパクトシティ形成のためのハードの計画につ
いては中央政府から各自治体に補助制度が用意
されているものの，コンパクトシティ達成後に
ついての補助は見受けられない。これら補助金
等についての詳細は，国土交通省都市局まちづ
くり推進化 HP（http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_
tk1_000016.html）を参照。

形成を推奨していることについても幾許か展開
した。しかし，コンパクトシティそのものにつ
いての定義や概念は必ずしも統一されていると
は言えないだろう。そのような中で，黒田ら
（2008）では，コンパクトシティについて次の
ように解説している。「少子高齢化や地方都市
の人口減少を背景として，できるだけ郊外への
拡散を避けて既成市街地の内部で比較的高密度
の居住を目指す」8）。一方で，国土交通省の目標
としては，「地方都市における高齢化や人口減
少の進行と市街地の拡散，大都市における高齢
者の急増などわが国の都市が抱える諸課題に対
応して，今後わが国の都市は多極ネットワーク
型のコンパクトシティを目指す」9）としている。
黒田らと国土交通省の背景は，人口減少，都市
拡散ということでは同義であり，本稿でもその
ような見解に基づいている。しかし，国土交通
省の目標として掲げられている「多極ネット
ワーク型のコンパクトシティ」とはどのような
ものであろうか。さらには，前章で見てきた都
市再生特別支援法の改正により，都市計画の権
限を市町村に移譲したことで，コンパクトシ

 8） 黒田ら（2008），p. 313参照。
 9） 国土交通省 HP（http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_

tk1_000016.html）を参照。

図 1.　均衡土地利用構造
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ティを推進している。そのような中で，中央政
府がどのようなコンパクトシティ推進について
どのような将来像を描いているのかについて，
以下で見ていくこととする。
従来の都市とコンパクトシティについて比較

したのが，図 2である。ここでの焦点は交通量
にあるといえる。つまり，上に挙げた黒田ら
（2008）や国土交通省の目標に加えて，郊外化
する地域からの交通量の抑制ということも加え
られる必要があるだろう。これらを通じて，こ
れからのわが国の都市像についての行政などの
見解を以下でまとめてみることとする。
その方針を探る 1つの目安となるのは「都市
再生基本方針（平成 14年 7月 19日閣議決定，
最近改正 : 平成 26年 8月 1日）」であろう。こ
の方針の冒頭では，「我が国の活力の源泉であ
る都市について，その魅力と国際競争力を高め，
都市再生を実現するためには，官民の関係者が
総力を傾注することが重要である。政府は，都
市再生におけるこのような取組の共通指針とし
て，都市再生基本方針（以下「本方針」という。）
を定める」10）とある。確かに，わが国では 67.7%

10） 首相官邸 HPで公開されている「都市再生基本
方針」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/toshisaisei/ 

（2015年推計値）11）が都市人口（DID人口）で
あることから，都市の再生は，直接的にわが国
全体の再生と同義であるといえる12）。そのよう
な中にあって，基本方針の中では，「第 1.都市
再生の意義及び目標に関する事項」の「1.都市
再生の意義及び目標」が，中央政府として，ど
のような都市再生を想定しているのかを見る手
がかりとなろう。ここでは，「意義及び目標」
の中で，具体的な都市像について述べられてい
る項目を挙げてみる。「経済活動を支える都市」，
「安心して快適に生活ができる都市」，「持続可
能な経営ができる都市」，「魅力ある美しい都
市」，「災害に強い都市」，「環境負荷の小さい自
然と共生した都市」の 6つの方向性を見ること

07kanren/pdf/240810_kihonnhousinn.pdf）を参照。
11） 国土交通省 HP（http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/

h16/hakusho/h17/html/g1023200.html）を参照。
12） 尤も，一般的な都市経済学のテキストなどでも，
「現代社会において，先進国と呼ばれる国の人々
の多くは都市で生活をしている。その意味で，
都市を分析することは現代社会を分析すること
と同じでである（佐々木ら（2000）, p. i）」，「（都
市とは）非農業的な土地利用が圧倒的であり，
第 2次産業や第 3次産業の経済活動が集中して
いる地域（黒田ら（2008），p. 3）」とあるように，
都市の存在は，経済活動等において大きなウェ
イトを占めていることが示唆されよう。

図 2.　コンパクトシティと従来型都市の比較
出典 : 国交省東北地方整備局 HP（http://www.thr.mlit.go.jp/compact-city/contents/what_is/what_is.html）
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ができる。これらの項目の中で，本文中に直接
「コンパクト」あるいは「コンパクト化」が大
きなウェイトを占めるのは，「持続可能な経営
ができる都市」の項目である。ここでは「コン
パクトな都市構造を実現することで，経済的に
は，居住者やビジネスパーソン同士のコンタク
トを容易にし，経済活動の効率性を高めること
が期待される。また人口の集積を背景にして，
商業，医療・福祉，公共交通等に関するビジネ
スの事業環境が整うことにもなる。このように
地域においてビジネス環境が整うことは，地域
外から流入した民間資金が地域外に流出せず地
域内で循環することにもつながり，地域の活性
化に資するものである。財政的には，適切なサー
ビス水準を維持しながら，公共施設等の維持管
理・更新費を縮減することや，既存の都市施設・
公的不動産や既存宅地などの都市インフラ等を
活用することにより都市経営コストを縮減する
ことが重要である（以下略）」13）という（都市を）
コンパクト化することによって得られる経済的
側面からの意義が述べられている。
つまり，経済的には集積の利益による外部性

が期待され，またコンパクト化により，高密度
のためインフラの供給量が少なくてもよいこと
に加えて，既存の都市内部の施設を有効に活用
することで既存のインフラを利用できる，新規
の建設が少なくなることで財政的にも抑制され
るということであると解釈される。つまり，集
積の利益がもたらす住民への（正の）効用＞高
密度（混雑）による（負の）効用，が期待され
ると換言することもできるだろう。
さらには，この基本方針においてコンパクト

化がもたらすメリットが他の先に述べた方向性
を見る際の下地になっているということも看過
してはならないだろう。コンパクト化（あるい
はコンパクトな都市構造）によって，「低炭素
型の都市構造を実現すること，災害から人命を
守ることなどを推進していく（都市の基本構造

13） 先の脚注同様に首相官邸 HPで公開されている
「都市再生基本方針」から引用。

の在り方）」14）ために重要な要素であるとしてい
る。つまり，このことは，「災害に強い都市」，「環
境負荷の小さい自然と共生した都市」の実現の
ためにもコンパクトシティは有効な都市計画の
方策であると中央政府が認識しているとも読み
取れる。
しかし，ここで特に注目したいのは，これら
の事を踏まえつつも，先に出た「多極ネットワー
ク型のコンパクトシティ」とコンパクトシティ
内のインフラである。交通や通信などに必要な
インフラをはじめ，我々が日常生活において利
用するものの多くの社会資本は，ネットワーク
の構造を持っているといえる。特に，基本方針
で言うところの「地域外から流入した民間資金
が地域外に流出せず地域内で循環することにも
つながり，地域の活性化に資するものである」
という文脈は，（コンパクト化された）その都
市構造が外部とネットワークが構築されている
という意味において，（スモール）オープン・
シティ（開放都市）の構造をもっといるとも言
える。そのような，都市空間構造を念頭に，「多
極ネットワーク型のコンパクトシティ」とコン
パクトシティ内のインフラについて次章で展開
していくこととする。

5. 「多極ネットワーク型のコンパクトシ
ティ」と公共交通

ネットワークのリンクの密度が高い程，それ
に直面している住民や企業はより高いネット
ワークの外部性を享受できる可能性が高いのは
言うまでもない。ここでは，基本方針にも見ら
れた「多極ネットワーク型コンパクトシティ」
について見ていくこととする。
「多極ネットワーク型コンパクトシティ」と
は，「医療・福祉施設，商業施設や住居等が徒
歩で動ける範囲にまとまって立地する生活拠点
が市町村等の単位に複数存在し，各地とこれら

14） 首相官邸 HPで公開されている「都市再生基本
方針」から引用。
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の拠点が公共交通ネットワークで結ばれ，高齢
者をはじめとする住民がこれらの施設等に容易
にアクセスできることにより，医療・福祉・子
育て，商業等の日常生活に必要なサービスを住
民が身近に享受できるまちの姿」15）であるとさ
れる。字面を追う限りにおいて，これは，住居
などから徒歩で行ける範囲に日常生活に必要な
施設が市町村内に複数立地しており，それらの
間を公共交通で結ぶネットワークが構築されて
おり，住民がこれらのサービスを享受すること
に対して近接性（アクセシビリティ）が保障さ
れているような都市像ということであろう。つ
まり，図 3に示すように「生活サービス等を一
つのエリアにまとめるのではなく，市町村の規
模やサービスの性格に応じて，複数の中心的な
エリアにまとめていこうというもの」16）である。
つまり，Dantzigら（1973）で展開されたよう
な伝統的なコンパクトシティの議論にあって
は，いわゆる単一中心都市のような生活に必要
な施設や住居などを中心部にまとめて立地させ
るというイメージであったが，「多極ネットワー
ク型コンパクトシティ」では，その拠点を市町
村内に複数点在させ，その間を公共交通で結ぼ
うというものである。
この「多極」を有するコンパクトシティの空

間構造は，公共交通機関のネットワークが大き
な鍵を握ることとなろう。特に，国土交通省が

15） 都市計画法制研究会編（2014）, pp. 11-12.より
引用。

16） 都市計画法制研究会編（2014）, p. 12.より引用。

提案しているように「高齢者をはじめとする住
民が自家用車に過度に頼ることなく公共交通に
より医療・福祉施設や商業施設等にアクセスで
きる」17）ことが肝要である。この背景には，い
わゆる地方都市の高齢化があると思われ，多極
化する意味として集落単位のコミュニティによ
るコミュニケーションを維持することが強く意
識されていると思われる。さらには，公共交通
のようなネットワーク型のインフラの維持にお
いては，「市街地の集約化など，都市計画に密
接に連携しないと縮退が難しく，ネットワーク
を維持しながら徐々にダウンサイジングやコン
パクト化していくことが重要」18）という指摘が
見られるように既存のネットワークから得られ
るサービス水準を維持したままコンパクト化す
るばかりではなく，地方都市における自家用車
の過度な依存からの脱却と公共交通機関へのシ
フトは，公共交通機関の路線は縮小しつつも，
サービス水準が現行以上になることが求められ
るといえるだろう。そのような中で，先の基本
方針にも挙げられていた，「人口の集積を背景
にして，商業，医療・福祉，公共交通等に関す
るビジネスの事業環境が整うことにもなる（下
線は著者が挿入）」という公共交通機関のビジ
ネスを継続するには，どのような方策が求めら
れるであろうか。

17） 国土交通省「コンパクトシティとこれからの国
土」（http://hokuriku.mof.go.jp/content/000091655.
pdf）より引用。

18） 宇都ら編（2013），p. 259.より引用。

図 3.　多極ネットワーク型コンパクトシティのイメージ
出典 : 都市計画法制研究会編（2014）, p. 12.より引用。



53─    ─

田村正文 : コンパクトシティにおける制度的枠組みについて

一般に，従来の公共交通機関については，鉄
道，バス，タクシーなどの事業者においては，
それぞれの主体において利潤最大化で行動して
きたといえる。しかし，公共交通機関の中でも
鉄道については，投資額が大きく，また埋没費
用が発生しやすいという問題に直面する。この
ことは，わずかの路線変更も投資額がある程度
大きく，そしてルートが変わったことによる従
来までの設備は埋没するということである。そ
のようなことから，公共交通機関を軸とするよ
うな場合にあっては，鉄道駅が外生的に公共交
通機関の結節点として大きな役割をもたらすこ
とになるであろう。そのためには，異なる交通
事業者間の連携が求められるといえる。そのた
め，図 4で示すような，中心駅を拠点として，
バス等によるフィーダー輸送による交通サービ
スが求められる。
さらには，輸送サービスの観点からすれば，

自家用車から公共交通へのシフトについては，
料金と頻度が重要であるといえるだろう。その
ため，図 4においては，公共交通の運行の具体
的な案として，コミュニティバス，デマンド型
乗合タクシーが挙げられている。これらの交通
機関については，上部構造のみを事業者で運行
することから，投資は鉄道や軌道から見れば小

さいものの，比較的参入しやすく事業間での競
争が激しいともいえる。
さらには，住民の足として公共交通を捉える
時，各種「補助金」が交通事業者の運行に関す
るインセンティブとなろう。現在，わが国では
地方のバス事業者からの申請を受け，表 3に示
すような（路線ごとの）補助金が用意されてい
る。
特に，生活交通再生路線，特別指定生活路線
においては，都道府県をはじめ市町村といった
地方自治体の負担が発生し，路線運行補助費，
車両購入補助費については，その費用の全額を
路線によっては補助金で賄っているといえる。
より具体的に青森県が公開している資料を通
じて考察すれば19），平成 22年度単年度のみで約
26億円もの補助金が支出されている。ここで
国，県，市町村別の補助金の支出の割合を求め
ると，国が 6.7%，青森県が 4.9%，市町村が
88.4%と圧倒的に市町村からの補助金の交付が
多い（より詳細は，図 5参照）。
民間バス事業者への補助金の交付は，少子高

19） 青森県における平成 22年度のバス事業者に対
する補助金についての資料は，青森県庁の HP
（https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kikaku/
kotsu/files/H23_houkokusiryou1.pdf）を参照。

図 4.　多極ネットワーク型コンパクトシティにおける交通ネットワークの再編
出典 : 都市計画法制研究会編（2014）, p. 31.より引用。
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齢化，人口減少の局面では，益々その補助金支
出が地方財政における（支出）割合が増加され
ることが危惧されよう。さらには，先述した「基
本方針」の中で，コンパクトシティによって公
共交通にもビジネスの機会が発生すると述べら
れているが，そのためには今まで以上に多くの
工夫が必要になると思われる。さらには，公共
交通が事業者においてビジネスとして運営する
ことは，補助金による市場の歪みを是正し，都
市内において公共交通サービスが円滑にできる
ような社会システムの構築が今後一層求められ
るといえるだろう。特に，「基本方針」の（都
市のコンパクト化の推進等）の項目において，
「（都市のコンパクト化の取組）決して容易なも
のではないことから，モデルとなる事例を築き，
それを波及させていくことが求められる」とあ
るが，現時点でコンパクトシティの先進事例に
おいて都市公共交通が着目されているのは富山
市であろう。富山市の場合では，路面電車（LRT）
の活用が注目されているが，路面電車の運行に
不可欠な軌道や停留所，車両などのインフラが
整備されていたこと，さらには，コンパクトシ
ティ施策を富山市が実施する前より住民の足と
して路面電車が運行されていたことにより，市
民の導線が確立されていたことなどの外的要因
が大きいと考えられる。しかし，多極ネットワー
ク型コンパクトシティにおいては，交通ネット
ワークの存在が大きな要素となる。さらには，
新規に軌道を整備することは，建設費用などを

考慮すると必ずしも現実的とは言えないだろ
う。そうしたことから，バスや乗合タクシーの
ような既存のインフラを活用することが求めら
れるが，このような事例は現在では必ずしも多
くは無いと思われる。そのような観点からも，
今後は既存のインフラによる合理的な交通ネッ
トワークの形成が鍵を握ると考えられる。

6.　コンパクトシティ計画と土地利用として
のゾーニング

改正された都市再生特別措置法において，コ
ンパクトシティ実現のために，都市内における
土地利用の使途について明確に定められてい
る。これらは，① 居住誘導区域，② 都市機能
誘導区域，③ 居住誘導区域以外の区域の 3つ
の用途として定められている。これら区域ごと
に土地利用の制約を設けることは，換言すれば
ゾーニングの導入と読み替えることもできるだ
ろう。一般的に，ゾーニングの目的については，
黒田ら（2008）においては下記のような 3種類
に分類されている20）。
（1）外部不経済規制のためのゾーニング，（2）
財産価値保全のためのゾーニング，（3）施設の
容量などの制約によるゾーニング，である。こ
れらの分類において，コンパクトシティにおけ
るゾーニングとしては，広い意味で（3）の施

20） 以下（1）～（3）のゾーニングの分類については，
黒田ら（2008）, p. 312.より引用。

表 3.　地方のバス事業者への補助金と行政の負担割合

補助対象路線 補助内容 補助率

生活交通路線 ・路線維持費補助 
・車両購入費補助

国 1／ 2，都道府県 1／ 2 
〃

生活交通再生路線
・路線運行費補助 
・設備整備費補助 
・車両購入費補助

国 1／ 2，都道府県＋市町村 1／ 2 
国 1／ 4，都道府県＋市町村 1／ 4 
国 1／ 2，都道府県＋市町村 1／ 2

特別指定生活路線 ・路線運行費補助 
・車両購入費補助

国 1／ 2，都道府県＋市町村 1／ 2 
〃

出典 : 国土交通省自動車交通局旅客課生活交通対策室
　　　（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha07/09/090427_.html）より引用。
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設の容量などの制約によるゾーニングに該当す
ると指摘されている21）。そのような，ゾーニン

21） 黒田ら（2008）, pp. 313-314.を参照。なお（3）
施設の容量などの制約によるゾーニングとは，
「各地区の道路・上下水道などの公共施設の容
量と土地利用との整合性を保ったり，防火や景
観の向上を目的にオープンスペースを確保する
ために，容積率や建ぺい率などの規制を目的に
おこなうものである」（同書，p. 313より引用）。
そのような中で，コンパクトシティにおいては
「郊外の開発を抑制し，より集中した居住形態

グの特性を踏まえ，現行の制度化の下で中央政
府が想定している，コンパクトシティでの土地
利用（規制）について，上に挙げた ①～③ ま

にすることで，周辺部の環境保全や都心の商業
などの再活性化を図るとともに，道路などの
ハードな公共施設の整備費用や各種のソフトな
自治体の行政サービス費用の節約を目的として
（同書，p. 313-314より引用）」いることから，
この種のゾーニングに分類される。

図 5.　青森県における民間バス事業者への補助金（県交通政策課調べ）
出典 :     青森県庁 HPより引用。

（https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kikaku/kotsu/files/H23_houkokusiryou1.pdf）
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でのそれぞれの概要を表 4に記す22）。
これらの中で居住誘導区域において注目され

るのは，「住宅事業者による都市計画・景観計
画の提案制度を活用して，事業者の創意工夫を
活かした良好な環境の形成を図ること」と述べ
られていることであろう。ここでの住宅事業者
は，当然の事ながらディベロッパーのことであ
る。ここでは，このディベロッパーからの提案
を（行政が）活用することを推奨しているよう

22） 本文中の以下に挙げる，3種類の土地利用区域
についての説明は，都市計画法制研究会編
（2014）pp. 34-53による。

表 4.　都市再生特別措置法における土地利用規制の概要

居住誘導区域 都市機能誘導区域 住居誘導区域外の区域

概
　
　
　
　
　
要

非線引き都市計画区域では 3,000 m2以上，
線引き都市計画区域では 1,000 m2の規模の
開発行為に対して技術基準に関し開発許可
の対象。

・居住誘導区域外で一定規模以上の住宅開
発を行う場合において，市町村長への届出
が義務付けられ，市町村が届出者に居住誘
導区域内での支援措置を紹介したり，区域
内の土地をあっせんすること。

・居住誘導区域のコアとなる都市機能誘導
区域での都市機能の強化によって，居住誘
導区域の生活の利便性を向上すること。

・住宅事業者による都市計画・景観計画の
提案制度を活用して，事業者の創意工夫を
活かした良好な環境の形成を図ること。

・居住誘導区域外の公営住宅を区域内に立
て替える際の除去費を国費助成の対象とす
ること等により，区域内の公共住宅の立地
を推進すること。

・区域内における緑化・景観形成や公共交
通施設等の整備支援を強化し，居住環境を
向上させること。

・市町村の独自施策として，居住誘導区域
内の住宅立地等を支援すること。

社会資本整備総合交付金等の予算制度とし
て，DIDであること，鉄道駅から半径 1 km
以内，またはピーク時片道 3本以上の便が
あるバス停から半径 500 m以内等が支援条
件。

都市機能誘導区域そのものが居住地誘導区
域への居住の誘導策の一つであること，人
口密度の維持による都市機能の持続性を図
るものであること。

誘導施設 : 必要な生活サービス施設（誘導
施設）を誘導しようというエリア，市町村
等による誘導施設への支援措置を事前に明
示することで誘導を図る（誘導施設として
は，病院・医療・福祉関係施設，保育所・
幼稚園・小学校等の子育て世代が立地選択
上重要視する施設，文化施設，スーパーマー
ケット，市役所，ハローワークなど）

誘導施設については，税制優遇，金融支援，
国費補助，容積率緩和（特定用途誘導地区）
などの措置を講じる。

民間誘導施設等整備事業計画（金融上，税
制上の支援）
土地区画整理事業における照応の原則の不
適用。

駐車場配置適正化区域

立地適正化計画の区域内であっても，居住
誘導区域外の区域では，
・3戸以上の住宅の建築目的の開発行為（造
成等の土地の区画形質の変更）を行おうと
する場合。
・土地の区画形質の変更は行わないが，3戸
以上の住宅を新築しようとする場合，建築
物を改築・用途変更して住宅等とする場合。
・1戸又は 2戸の住宅の建築目的の 1,000 m2

以上の開発行為を行おうとする場合。
・住宅以外で人の居住の用に供する建築物
として条例で定めたものの建築目的の開発
行為を行おうとする場合。
・住宅以外で人の居住の用に供する建築物
として条例で定めたものを新築しようとす
る場合，建築物を改築・用途変更して住宅
地とする場合。　
には，市町村長への届出が義務化。

住居調整地域 : 今後産業施設等としての利
用は見込まれるものの，住宅地化を抑制し
ようとする区域について定められる。当該
地域の開発許可には，技術基準および立地
基準も適用の範囲．
・過去に住宅地化を進めたものの居住の集
積が実現せず，空地等が散在している区域
について，今後居住が集積するのを防止し，
将来的なインフラ投資を抑制する。

・工業系用途地域が定められているものの
工場の移転により空地化が進行している区
域について，住宅地化されるのを抑制する。

・非線引き都市計画区域内で，都市の縁辺
部の区域について，住宅開発を抑制し居住
誘導区域内など都市の中心部の区域におい
て住宅地化を進める。

・区域区分が定められている都市計画区域
から流出する形で非線引き都市計画区域に
おいて住宅地化が進んでいる場合において，
区域区分が定められている都市計画区域に
近接・隣接する非線引き都市計画区域にお
ける住宅地化を抑制する。

出典 : 都市計画法制研究会編（2014）, pp. 34-51.を参照し作成．（なお二重下線は著者挿入）

にも読み取れる。これは，「基本方針」の中 23）

で「都市再生に関する施策の推進に当っては，
地方公共団体との連携に加え，PFI，PPP等の
手法を活用した社会資本ストックの整備，維持
管理等に関する民間事業者との連携により，そ
の知恵と資金を活用することが重要である」24）

と明記されていることからも，民間事業者のノ
ウハウを活用することが前提となっていると解

23） これについては，「基本方針」の中の「2．都市
再生に関する施策の基本方針」の（関係者との
連携）に示されている。

24） 首相官邸 HP（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/
toshisaisei/07kanren/pdf/240810_kihonnhousinn.
pdf）より引用。
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釈される。つまり，従来までの都市計画におい
ては，主として中央政府が主導していたが，そ
の権限を地方政府に移譲したばかりではなく，
「産官連携」による民間資本が，都市計画にも
取り入れられたこととなる。つまり，利潤最大
化を目的としているディベロッパーに対して都
市居住の住民の社会的厚生最大化を念頭にした
地方政府との目的の異なる主体間での新たな連
携が求められることとなると言えるだろう。
さらには，「都市機能誘導区域」においては，

公共交通機関とのリンクについて，具体的に示
されている。特に，鉄道の駅から半径 1,000 m

以内あるいはピーク時に片道 3本以上の路線が
あるバス停から半径 500 m以内に立地させる
こととなっている。特に，バスの場合は，ピー
ク時の運行頻度まで定められていることは注目
されよう。とりわけ，現在では地方都市におけ
る鉄道の運行頻度は必ずしも高いとは言い難い
であろう。さらには，鉄道の場合には，1回あ
たりの運行で，多くの旅客を運ぶことができる
という利点はあるものの，市内に細かくネット
ワークを張り巡らせることは困難である。そう
したことで，バスやタクシー等の道路交通によ
る運行が，より現実的であると考えられる。し
かし，先の章で見たように，住民の移動に資す
る目的においてバスを運行するための費用は，
多くの地方財政を原資とした補助金に支えられ
ているのが実情である。そのようなことから，
公共交通の役割は高齢化社会の到来に伴い，重
要性を増しているとは思われるが，地方財政の
制約などを考慮すれば，徒に公共交通機関に頼
ることなく，住民が徒歩圏内で所用を足すこと
のできる都市空間構造がより必要であると思わ
れる。
同時に，多極ネットワーク型コンパクトシ
ティにおいては，コミュニティを維持しつつ都
市機能をコンパクト化させることに主眼が置か
れている。そして，その間を交通ネットワーク
で結ぶことが想定されているが，多くの都市に
進出している郊外型の大型店舗については，都

市再生特別措置法などでは必ずしも講じられて
いない。これらについては，「中心市街地の活
性化に関する法律」25）等が適用されると言える
が，それらの制度間での整合性について考慮さ
れることが一層必要であると思われる。特に，
都市機能誘導区域においては，誘導施設として
医療・福祉関連施設，スーパーマーケット等の
高い集客性が期待される施設が含まれている
が，地方都市再生のためには，基本方針にもあ
るように，域内での経済循環が必要不可欠であ
ることは論を俟たないが，その地域に従来から
拠点のある本店経済の活性化がより重要である
と思われる。そのようなことからも誘導施設の
選択は，地域経済再生において大きな意義を有
すると言える。
また土地利用を規制する意味でのゾーニング
として，それぞれの地区を捉えた場合，従来ま
での一点への局所的集中を目的とした伝統的な
コンパクトシティは，先述したような，施設の
容量などの制約によるゾーニングの意味合いが
非常に強いものであったと言えるが，「多極ネッ
トワーク型コンパクトシティ」においては，地
域住民のコミュニティの維持等も考慮されてお
ることから，先の黒田ら（2008）の分類の（1）
外部不経済規制のためのゾーニング，（2）財産
価値保全のためのゾーニング，（3）施設の容量
などの制約によるゾーニングの全てが含まれて
いる土地利用であると見ることもできるだろ
う。

　7.　お わ り に

今まで見てきたように，本稿では平成 26年
の都市再生特別措置法の改正を受け，そこで提
唱されている「多極ネットワーク型コンパクト
シティ」について，法改正とそれに対応する基
本方針の説明，交通ネットワークと土地利用に
ついて広い視点から考察を加えたものである。

25） 電子政府の総合窓口 e-GovのHP（http://law.e-gov.
go.jp/cgi-bin/strsearch.cgi）を参照。
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法改正においては，中央政府から地方政府へ
都市計画等に関する権限が大きく委譲されたと
見做すことができる。さらには，これらの施策
を実施する上で，民間事業者のノウハウを活用
することが期待されている。そのようなことか
ら，産官による都市計画部門において新たな連
携の可能性と市場メカニズムを通じたより効率
的な計画が期待される。しかしながら，本文中
では，議論できなかったがともすれば政府の失
敗をも引き起こしかねないとも言えるだろう。
また土地利用においては，「多極ネットワー

ク型コンパクトシティ」の形成において公共交
通の運営が大きな鍵となる。特に地方都市の場
合には，（都市区域内部における）鉄道輸送の
ネットワークは必ずしも利便性が高くない事か
ら，バス等による上部構造のみを有するような
事業者が現実的であると思われる。しかし，地
方財政収入の減少という現実に直面した時，よ
り効率的な運営が求められると同時に集客性の
高い誘導施設の誘致は，地域経済の再生という
観点からすれば，地域内の既存の企業等，いわ
ゆる本店経済の活用が経済再生に資する要因で
あると考えられる。
本稿は，中央政府が提案している「多極ネッ

トワーク型コンパクトシティ」について，その
制度的側面から総論的に考察を加えたに過ぎな
い。そのため，今後の課題としては，（コンパ
クトシティ）内部の交通ネットワーク，PPP

や PFIのような地方都市経営における民間投
資の役割等について，より踏み込んだ議論をす
る必要があると認識している。
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